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近年，今世紀後半の排出削減目標としてネットゼロ目標を示す国が増加している．しかし，NDCやネッ

トゼロ目標を実施した場合，1.5℃目標達成には不十分であることが指摘されており，追加の排出削減が

必要となる．追加の排出削減を分担する方法の1つとして，気候変動に対する先進国の責任を考慮し，先

進国が排出削減を行うことがあげられる．本研究は全世界を対象とし，2050年全世界ネットゼロ排出達成

に向けて，現在各国が示す排出削減目標に加えて先進国が追加で排出削減を行った場合の経済的影響を，

応用一般均衡モデルを用いて計算した．結果は，先進国では大規模な負の排出を達成し，家計消費損失の

増加を示した．一方で先進国での家計消費損失率は一部の途上国と同程度であり，このような排出削減を

先進国が実施できる可能性が示唆された． 
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1.  はじめに 
 
近年，気候変動に関する問題への関心が高まっている．

気候変動に関する政府間パネル (Intergovernmental Panel on 
Climate Change; IPCC)の第6次評価報告書1)は，人間の活動

が大気，海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う

余地が無いことを報告している． 
2015 年の第 21 回気候変動枠組条約締結国会議におい

て採択されたパリ協定では，世界共通の長期目標として，

産業革命前からの平均気温の上昇を 2 ℃より十分下方に

保持し，1.5 ℃に抑える努力を追求することが掲げられ

ている．同協定の締結国には，2020年以降の削減目標で

あるNDC (Nationally Determined Contribution)を 5年ごとによ

り野心的なものに更新することが求められており，

NDC の更新期限が 2020 年であったことから，各国が更

新されたNDC (以下，Updated NDC)を提出した． 
Updated NDCは主に 2030年までの排出削減目標であり，

それ以降の排出削減については示されていない国が多い．

パリ協定では，2 ℃目標や 1.5 ℃目標を達成するために，

今世紀後半にGHG (Greenhouse Gas)の人為的な発生源によ

る排出量と吸収量の均衡を達成することが掲げられてい

る．また，IPCC の 1.5℃特別報告書 2)は，1.5℃目標を達

成するシナリオの排出経路では，2050年頃に人為起源の

CO2 排出量が実質ゼロに達し，2 ℃目標を達成するシナ

リオでは，2070年頃に人為起源のCO2排出量が実質ゼロ

に達することを報告している．こうした背景も踏まえ，

近年，各国が 2030 年以降の排出削減目標として，ネッ

トゼロ目標やカーボンニュートラル目標を提出・表明し

ている．国際連合環境計画 (United Nations Environment 
Programme;  UNEP)のEmissions Gap Report 20223)によれば，

2022年9月23日時点で，88の国・地域が法律，LTS (Long 
Term Strategy)を含む政策文書，政府高官による表明のい

ずれかでネットゼロ目標を表明しており，これは世界の

GHG排出量の 79%を占める． 
しかし，Updated NDC 実施後にネットゼロ目標を実施

した場合，1.5 ℃目標の達成には不十分であることが指

摘されており 3) - 6)，1.5 ℃目標を達成するためには追加で

排出削減を行う必要がある．追加の排出削減を各国で分

担する方法について，いくつかの考え方が存在する．1
つは，全世界で一律の炭素価格を導入し，最も経済的に

効率良く追加の排出削減を行う考え方である．この考え

方は 2 ℃目標や 1.5 ℃目標に沿った排出削減シナリオに

関する研究で広く用いられている．しかし，この考え方

に基づき排出削減を行う場合，排出削減に伴う費用を世
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界全体で最小化できるが，排出削減分担の公平性・衡平

性を考慮できない．その他の考え方の 1つが，これまで

多く GHG を排出してきた先進国が排出削減を積極的に

行うべきだとするものである．気候変動枠組条約では，

気候変動に対する責任は全世界共通であるが，先進国に

おける責任が途上国よりも大きいとする「共通だが差異

のある責任」 (Common but Differentiated Responsibilities and 
Respective Capabilities ; CBDR-RC)が掲げられており，この

考え方に基づく場合，先進国は全世界で一律の炭素価格

を導入する考え方に基づく排出削減よりも多く排出削減

を行う必要があることが示唆されている 7)． 
先進国が追加の排出削減を行う場合，ネットゼロ目標

の達成年として多くの先進国が示している 2050 年頃に

は，先進国は負の排出を達成する必要があると考えられ

る．負の排出を達成するためには，CDR (Carbon Dioxide 
Removal)が重要な役割を果たすと考えられる．CDR とし

ては，植林やバイオマスと二酸化炭素の回収貯留を組み

合せて負の排出を実現する技術である BECCS (Bioenergy 
with Carbon Capture and Storage)が注目されてきた．しかし，

これらの技術の過度な利用は，土地利用競合の問題を引

き起こし，食糧生産等に影響を与えることが指摘されて

いる 8)．近年，植林やBECCSに加えて，大気中から二酸

化炭素を回収する DACCS (Direct Air Capture with Carbon 
Storage)も注目を集めている．DACCS は，二酸化炭素回

収に多くのエネルギーを要する一方で，土地利用のトレ

ードオフを低減させる効果を持ち，植林や BECCS と並

び，主要なCDRとなることが期待されている 9)． 
以上の背景を受けて，本研究では，Updated NDC及び

ネットゼロ目標に加えて，先進国がCDRを多く利用して

追加の排出削減を行う場合の経済やエネルギーシステム

への影響を推計することを目的とする． 
 
 
2.  手法 

 

(1)  全体像 

本研究での計算は，大きく分けて2つの段階で構成さ

れる．まずネットゼロ目標の情報を集め，各国のネット

ゼロ目標及びUpdated NDCを基に温室効果ガス排出経路

を設定する．次に，設定した温室効果ガス排出経路，将

来の社会経済変化の想定をCGE (Computable General 
Equilibrium)モデルであるAIM/Hub (Asia-Pacific Integrated 
Model/Hub)モデルに組み込み，世界全体を対象として将

来のエネルギー需給構成の変化や経済影響などを推計す

る．計算対象期間は2005年(基準年)から2050年までであ

る． AIM/Hubモデルの推計結果から，先進国による追加

の排出削減が可能であるか，もし可能であるならばどの

ような方策で達成されるかについて考察する． 

 

(2)  AIM/Hubモデル 

本研究で用いるAIM/HubモデルはFujimori et al. (2017)10)に

よって開発された逐次均衡型動学CGEモデルである．モ

デルは相補性問題として記述され，1期を1年とし1期毎

に均衡解を求める．本モデルの特徴は農業，土地，エネ

ルギー供給部門について詳細に記述していることであり，

42の産業部門を持つ．部門別に資本ストックを持ち，投

資及び年4%の資本減耗を毎期行う．この投資について，

その部門配分は資本価格により定められ，一度配備され

るとその部門に固定される．世界全体を対象に計算する

際は，世界を17地域に分割し，推計を行う．また，2005
年から2015年までの期間を，IEAのEnergy Balance Tableで
キャリブレーションする期間としている．詳細について

はFujimori et al. (2017)10)を参照されたい．本モデルでは，

植林，BECCS及びDACCSがCDRとして扱われている．

AIM/HubモデルにおけるDACCSの扱いについては西浦ら 
(2022)11)を参照されたい． 

 

(3)  シナリオの全体像 

シナリオは Baselineシナリオ，2020NDC_NZEシナリオ，

2020NDC_NZE_Dev シナリオの 3 つのシナリオを設定す

る．Baseline シナリオは排出削減を行わないシナリオで

ある．2020NDC_NZEシナリオはUpdated NDC及びネット

ゼロ目標に沿った排出削減，2020NDC_NZE_Dev シナリ

オは，Updated NDC 及びネットゼロ目標に沿った排出削

減に加えて，2050年に全世界でネットゼロを達成するよ

うに追加で排出削減を行うシナリオである．追加の排出

削減はOECDで 2030年以降に実施するものとし，OECD
の各地域での排出削減分担は，各地域の Baseline シナリ

オにおける GHG 排出量に基づき以下の式(1)のように決

定した． 

GHGC𝑟𝑟,𝑦𝑦 = 𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑟𝑟,𝑦𝑦 − �𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑦𝑦 ×
𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑟𝑟,𝑦𝑦

∑ 𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑟𝑟,𝑦𝑦𝑟𝑟
�

    r ∈ OECD (1)
 

ただし，GHGC𝑟𝑟,𝑦𝑦は地域𝑟𝑟，年𝑦𝑦における排出制約，

𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑟𝑟,𝑦𝑦はUpdated NDC及びネットゼロ目標を実施

した際の地域𝑟𝑟，年𝑦𝑦の GHG 排出量，𝐺𝐺𝐻𝐻𝐻𝐻𝑟𝑟,𝑦𝑦は Baseline
シナリオにおける地域𝑟𝑟，年𝑦𝑦の GHG排出量，𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑦𝑦
は年𝑦𝑦における 2020NDC_NZE シナリオと，2030 年から

2050年にかけて全世界でネットゼロを達成するよう線形

に排出削減を行うシナリオの排出量の差分である．また，

将来の社会経済状況を，気候変動関連の研究で広く用い

られている共通社会経済経路 (Shared Socioeconomic 
Pathway; SSP)12) , 13)から中庸なシナリオである SSP2 シナリ

オを用いて設定する． 
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(4)  排出削減目標として用いるデータ 

本研究では，各国が提出・表明した Updated NDC及び

ネットゼロ目標のデータを収集し，集めたデータをモデ

ル内に導入する．Updated NDC のデータ収集に関しては，

筒井ら (2022)14)を参照されたい．なお，本研究では，

Updated NDC で示されている排出削減目標のみを扱って

おり，再生可能エネルギー導入量に関する目標などは扱

っていない．また，ネットゼロ目標のデータは Net Zero 
Tracker (2022)15)を参照する． 
各国が提出・表明したネットゼロ目標は，国によって

NDC や LTS (Long Term Strategy)内に明記されているか，

自国の法律に明記されているか，単に国会等で表明した

だけかなど表明の形式が異なっている．本研究では，各

国が提出・表明したネットゼロ目標は，どのような形式

であっても実施されるものとして扱う． 
ネットゼロ目標は，国によって対象ガスが GHG か

CO2 か異なり，対象ガスが明記されていない場合も多い．

本研究では，ネットゼロ目標は全て GHG を対象とした

目標であると仮定し，CO2 を対象としたネットゼロ目標

に関してもGHGネットゼロを達成するとして扱った． 
ネットゼロ目標の実施開始年は国によって異なり，実

施開始年が明記されていないため不明である場合も多い．

本研究では一律でUpdated NDC実施後の2030年からネッ

トゼロ目標を実施するとして扱う． 
また，ネットゼロ目標を表明していない国に関しては，

2030 年時点での Baseline シナリオからの排出削減率を

2030年以降も維持するとして扱った． 
ネットゼロ目標を表明していないが，2030年以降の排

出削減目標を提出・表明している国に関して，本研究で

は2030年以降の排出削減目標を取り扱わない．UNEP 

(2022)3)によると，8つの国・地域がLTSにてネットゼロ目

標ではない2030年以降の排出削減目標を表明しているが，

これは世界のGHG排出量の2%しか占めない．そのため，

このような仮定を置いても結果には大きな影響を与えな

いと考えられる． 
 

 

3.  結果 

 

(1)  GHG排出量 

図-1 は各シナリオにおける GHG 排出量を示す．2050
年の世界全体でのGHG排出量は，2020NDC_NZEシナリ

オでは 22.9 GtCO2eq/yr，2020NDC_NZE_Devシナリオでは

3.0 GtCO2eq/yr である．2020NDC_NZE シナリオにおける

2050 年の GHG 排出量は，OECD では 1.4 GtCO2eq/yr，非

OECDでは 21.4 GtCO2eq/yrである．2020NDC_NZE_Devシ
ナリオでは，OECD にてより急速な GHG 排出削減が進

むため，2040年頃には排出量が負となり，2050年には排

出量が−18.6 GtCO2eq/yrとなる． 
 
(2)  一次エネルギー供給 
図-2 は各シナリオにおける2050年の一次エネルギー供

給量を示す．2020NDC_NZEシナリオではOECD，非

OECDともに石油・石炭の供給量減少により，一次エネ

ルギー供給量が減少する．また，再生可能エネルギーの

導入が拡大する．2020NDC_NZE_Devシナリオでは，天

然ガスの供給量が増加するが，これはDACCSで天然ガ

スを利用しているためである．天然ガスの供給量が増加

することで，一次エネルギー供給量も増加し，Baseline
シナリオを上回る． 

 
 
 

 
図-1 各地域でのGHG排出量の推移 
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図-2 2050年の一次エネルギー供給量 

  
 

 
図-3 2050年の各地域でのBaselineシナリオからの消費損失率 

 

 

 
図-4 2050年の各地域でのCDRによる二酸化炭素回収量 

(3)  経済影響 
図-3 は世界17地域における2050年のBaselineシナリオ

からの消費損失率を示す．2050年における世界全体での

消費損失率は，2020NDC_NZE シナリオでは 4.9%，

2020NDC_NZE_Dev シナリオでは 9.0%である．地域別に

見ると，2020NDC_NZE_Dev シナリオにおいて排出削減

量が増加したOECDにおいて，消費損失率が7-17ポイン

ト程度増加する．非 OECD では，2020NDC_NZE シナリ

オと 2020NDC_NZE_Dev シナリオにおける消費損失の変

化はほとんど見られないが，旧ソ連では 3ポイント程度

の消費損失の増加が見られる． 
 
(4)  二酸化炭素回収量 
図-4 は各シナリオにおける 2050年の CDRによる二酸

化炭素回収量を示す．2020NDC_NZE シナリオと

2020NDC_NZE_Dev シナリオでは，OECD において二酸

化炭素回収量が大幅に増加する．特に OECD では，

2020NDC_NZE_DevシナリオにおいてDACCSによる二酸

化炭素回収量が増加し，2050 年には DACCS によって

20.7 Gt/yrの二酸化炭素を回収する．また，非OECDでは，

OECD と比較して二酸化炭素回収量に占める植林の割合

が高く，2050年には植林によって 2.8 Gt/yrの二酸化炭素

を回収する． 

 

 

4.  考察 

 
2050年に全世界ネットゼロを達成するよう先進国で追

加の排出削減を行った場合，OECD では 2040 年頃に

GHG 排出量が負となり，2050 年には大規模な負の排出

が達成された．また，大規模な負の排出を達成するため
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に，2020NDC_NZEシナリオと比較して CDRの利用量が

大きく増加し，特に DACCS の利用量が増加した．

OECD では，2020NDC_NZE シナリオにおいて，既に植

林や BECCS のポテンシャルを使い切っている，もしく

は植林や BECCSの利用量増加に伴い，DACCSよりもこ

れらの削減コストが高くなっていると考えられる．その

ため，2020NDC_NZE_Dev シナリオで生じる追加の排出

削減のほとんどを DACCS で達成していると考えられる．

また，本研究では西浦ら (2022)11)に基づき，DACCS で二

酸化炭素を回収する際に天然ガスを用いると想定してい

るため，一次エネルギー供給において天然ガスの利用量

が大幅に増加した． 

経済影響に注目すると，2020NDC_NZEシナリオと比

較して，2020NDC_NZE_DevシナリオではOECDにおいて

消費損失が増加した．一方で，非OECDでは旧ソ連を除

いて消費損失はほぼ増加しなかった．このことから，先

進国が追加の排出削減を行う場合，消費損失の観点では

途上国に追加の経済影響はほぼ生じないと言える．旧ソ

連での消費損失の増加は，OECDの排出削減により貿易

条件等が変化したためであると考えられる．また，

2020NDC_NZEシナリオではOECDにおける消費損失率は，

非OECDにおける消費損失率より小さい傾向にあったが，

2020NDC_NZE_Devシナリオでは，OECDにおける消費損

失率が非OECDにおける消費損失率より大きい傾向とな

った．ただし，2020NDC_NZE_Devシナリオにおける

OECDの多くの地域での消費損失率は，非OECDである

その他アジアと同程度であり，このような排出削減を

OECDが実施できる可能性が示唆された． 
 

 

5.  まとめ 

 

本研究では，Updated NDC及びネットゼロ目標に加え

て，先進国がCDRを多く用いる形で追加の排出削減を行

う場合の経済やエネルギーシステムへの影響をAIM/Hub
モデルを用いて推計した． 

AIM/Hubモデルによる計算の結果，2050年に全世界で

ネットゼロを達成するよう先進国で追加の排出削減を行

った場合，先進国では 2050 年の GHG 排出量が

−18.6GtCO2eq/yrとなることが明らかになった．このよう

な大規模な負の排出を達成するために，CDR，特に

DACCSの利用が進み，2050年にはDACCSにより20.7 Gt/yr
の二酸化炭素を回収すると推計された．また，先進国で

は追加の排出削減により消費損失率が7-17ポイント程度

増加した一方で，途上国ではほぼ増加しなかった．その

結果，OECDにおける消費損失率は非OECDより大きい

傾向にあると確認できた．一方で，OECDにおける消費

損失率は消費損失率の大きい一部の途上国と同程度であ

った． 

本研究の結果から，先進国が追加で排出削減を行う場

合，2050年には先進国が大規模な負の排出を達成する必

要があり，CDR，特にDACCSが重要な役割を果たすと

考えられる．また，先進国におけるマクロ経済への負の

影響が増加し，途上国より大きくなる傾向にある．しか

し，経済への負の影響は一部の途上国と同程度であり，

先進国によるこのような排出削減の可能性が示唆された．

本研究から，2050年全世界ネットゼロ達成に向けて，先

進国が積極的に排出削減を行う排出経路が新たに示唆さ

れた． 
今後の課題として以下の2点があげられる．1点目に本

研究では先進国が追加の排出削減を行うと想定したが，

その他にも途上国が追加の排出削減を行う，先進国が追

加の排出削減を行いつつ排出権取引を活用するなどの可

能性が考えられる．そのため，このような多様な排出削

減分担方法を考慮したシナリオの推計が必要となる．2
点目に本研究では先進国におけるCDRの利用量が大幅に

増加したが，このような大規模なCDRの利用は，実際に

は実現困難である可能性が考えられる．そのため，西浦 
ら (2021)16)で推計された二酸化炭素の地下貯留容量との

比較等，実現可能性の検討が必要である． 
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